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2012.1.　No.525

企業年金研究所 

改　正　項　目 施　　行　　日 

＜表1＞年金確保支援法の確定拠出年金における改正事項 

①企業型年金加入者の資格喪失年齢の引上げ 公布の日（平成23年8月10日）から2年6月以内の政令で定める日 

④情報収集等業務の委託 
（住基ネットからの住所情報の取得） 公布の日（平成23年8月10日） 

⑤連合会移換者に係る給付の取扱い 
（自動移換者の70歳時点での強制裁定） 公布の日（平成23年8月10日）から2年6月以内の政令で定める日 

公布の日（平成23年8月10日）から2年6月以内の政令で定める日 

②従業員拠出（マッチング拠出）の導入 平成24年1月1日 

③投資教育の継続的実施義務の明確化 公布の日（平成23年8月10日） 

⑥脱退一時金の支給要件の緩和 

加入者掛金 

1. はじめに 
平成23年8月4日に、国民年金及び企業年金等による高齢期における所得の確保を支援するための国
民年金法等の一部を改正する法律（年金確保支援法）が可決・成立しました。これにより、わが国の確定
拠出年金（企業型）において、事業主だけでなく加入者自らも掛金を拠出する、いわゆる従業員拠出（マ
ッチング拠出）が平成24年1月より実施可能となりました。今回は、確定拠出年金におけるマッチング
拠出の概要および実施に際しての留意点について解説いたします。 
 
2. 従業員拠出の導入までの道のり 
確定拠出年金制度のモデルとなった米国の401（k）制度は、従業員拠出を主体とした制度です。した
がって米国では、マッチング拠出とは「従業員の掛金拠出に対して企業が上乗せ拠出すること」を意味し
ます。一方、わが国の確定拠出年金制度は、サラリーマンを対象とする「企業型」と自営業者等を対象と
する「個人型」という2つの形態で創設され、前者（企業型年金）は退職金や既存の企業年金制度からの
移行の受け皿として発達してきました。そのため、わが国におけるマッチング拠出の定義は「企業の掛金
に従業員が上乗せ拠出を行う」という、米国とは正反対の概念となっています。確定拠出年金制度は俗に
「日本版401（k）」と称されますが、このたび実施可能となった従業員拠出はさしずめ「日本版マッチン
グ拠出」とも言えるでしょう。 
さて、日本におけるマッチング拠出の導入に関しては、確定拠出年金制度の創設時から議論が行われて
いました。当初の原案ではマッチング拠出を認める方向で検討が進められていたものの、最終的には認め
られず、平成13年に制度が創設されました。その後、麻生内閣により平成20年10月に策定された追加
経済対策の一環としてマッチング拠出の導入が再び取り上げられたのを機に、平成21年3月の「企業年
金制度等の整備を図るための確定拠出年金法等の一部を改正する法律案」の提出、同年12月の同法案の
再提出、平成22年3月の年金確保支援法案の提出などを経て、平成23年8月にようやく法案が成立しま
した。最初の改正法案提出から2年半、制度創設からはじつに10年を経て実現するに至った次第です。 
なお、年金確保支援法の制定により、確定拠出年金制度においては、従業員拠出の導入以外にも様々な
制度改正が行われています。改正項目は＜表1＞のとおりです。 
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確定拠出年金における従業員拠出（マッチング拠出）について 

＜図1＞従業員拠出における拠出限度額の考え方 

（
掛
金
額
） 

法令上の拠出限度額 
 

低　　　　（事業主掛金の割合）　　　　高 

・他に企業年金がある場合：月25,500円 
・他に企業年金がない場合：月51,000円 

加入者掛金 加入者掛金 

事業主掛金 

①事業主掛金の額 
を超えない範囲 

②総額が拠出限度額 
を超えない範囲 

3. 従業員拠出の概要 
（1）導　入 
従業員拠出の実施にあたっては、企業型年金加入者が自ら掛金を拠出できることや、拠出を開始する場合
の手続等について企業型年金規約に定める必要があります。実施事業所ごとに導入の可否を決定すること
も可能です。なお、従業員拠出は加入者自らの意思により拠出を決定できるものでなければなりません。 
 

（2）掛金額の設定 
従業員が拠出する掛金（企業型年金加入者掛金）は、企業型年金加入者期間の計算の基礎となる各月に
拠出し（前納および追納は不可）、翌月末日までに事業主を介して資産管理機関に納付します。 
企業型年金加入者掛金には、以下の限度額が設けられています。まず、①加入者掛金の額は事業主掛金
の額を超えない範囲とされています。例えば、事業主掛金の額が月額1万円である場合、加入者掛金も上
限は1万円となります。厚生年金基金および確定給付企業年金でも加入者掛金は掛金全体の2分の1を超
えてはならないとする規定があることから、これと整合性をとったものと考えられます。また、②事業主
掛金および加入者掛金の合計額は法令上の拠出限度額を超えない範囲とされています。企業型年金の拠出
限度額は、他に企業年金制度がある場合は月額25,500円、ない場合は月額51,000円とされていますが、
この拠出限度額はそのまま適用されます。後者を例にとると、事業主掛金の額が月額30,000円である場
合、加入者掛金の上限は21,000円となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
従業員拠出は、「1,000円」や「5,000円」といった複数の具体的な選択肢を規約上に提示し、加入者が
自ら選択できるようにしなければなりません。給与比例（「給与の●％」など）で設定することはできませ
ん。また、掛金額が自動的に増加または減少する設定とすること、および、掛金額の指定がなかった者に
ついて特定の額を選択したものとする設定（デフォルト設定）とすることは、認められません。 
なお、従来の事業主掛金と同様、従業員拠出の決定または変更方法については、特定の者について不当
に差別的なものでないようにする必要があります。 
 

（3）掛金額の変更 
従業員拠出の額は、原則として年1回に限り変更可能です。ここでいう年1回の「年」は、事業年度や暦
年など規約に定めることで自由に設定することが可能です（実施事業所ごとに設定することも可）。なお、
以下のケースについては、年1回の変更には該当しないこととされています。 
・拠出開始時の額の設定 
・事業主掛金の額の変更に伴う変更（拠出限度額等への抵触が生じる場合） 
・企業型年金規約の変更に伴う変更 
・掛金額の零への変更および零からの変更 
・拠出再開時の額の設定 
・事業主掛金の額を加入者が選択する制度における、当該事業主掛金に係る選択 
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メリット デメリット 

＜表2＞従業員拠出のメリット・デメリット 

●非課税制度等を利用した個人資産形成が可
能となる 
・掛金は全額小規模企業共済等掛金控除の
対象 
・運用収益は非課税 
・給付時は雑所得（公的年金等控除）およ
び退職所得（退職所得控除）の適用対象 

●個人資産の運用手段の選択肢が新たに追加  
●掛金拠出の負担なく制度の充実が図れる 
●従業員拠出を利用した福利厚生メニューの
拡充が図れる 
●従業員の確定拠出年金制度および資産運用
への関心を高める契機となる 
●（加入希望制を採用している場合）加入者
拡大の契機となる 

加入者 
（従業員） 

 
 
 
 
 
  

企　業 

●拠出限度額等の制約があるため、多額の拠
出ができない可能性も 
●「中途引出しの原則禁止」「運用リスクは
加入者が負う」など現行の確定拠出年金の
懸案事項は従来どおり 
 
 
  
●従業員拠出の実施に係る事務負担の発生 
●各種社内規定の整備 

加入者掛金 

変更回数は、実施事業所ごとに管理されます。例えば、ある加入者がA事業所からB事業所に異動とな
った場合、A事業所における変更はB事業所における変更には含まれません。 
また、掛金の額の変更は随時可能ですが、変更月をあらかじめ定めることも可能です。なお、1回の変
更時にあらかじめ複数月分の変更指定を行うことは、複数回の変更になるため認められません。 
 
4. 従業員拠出の導入にあたっての留意事項 
従業員拠出のメリットおよびデメリットは、＜表2＞のとおりです。 
従業員側からすると、最大のメリットは、やはり税制優遇の大きさにあります。企業型年金加入者掛金
は全額所得控除（小規模企業共済等掛金控除の対象）となるほか、運用時および給付時も現行の確定拠出
年金と同様の税制優遇措置が講じられています。従業員の自助努力による資産形成支援措置としては、年
金財形、社内預金、従業員持株会およびESOPなどがありますが、従業員拠出はこれらに比べて税制優遇
の度合いが大きいと言えるでしょう。なお、従業員拠出についても原則として60歳まで中途引出しがで
きない点は留意が必要です。 
企業側からすると、掛金増などのコストを伴わずに従業員の福利厚生を充実させることができる点は、
大きな魅力であると言えます。一方で、従業員拠出の導入に際しては、規約変更、手続方法等の整備、場
合によっては給与システムの変更などの事務負担が生じます。さらに、従業員拠出は給与比例による掛金
算定が認められないなど従来の事業主掛金とは算定方法が大きく異なることから、確定拠出年金制度全体
を見直すきっかけになるかもしれません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. おわりに 
わが国の確定拠出年金制度は創設から10年が経ちますが、今般の従業員拠出の導入は、これまでで最
も大きな制度改正であると言っても過言ではありません。従業員拠出は税制メリットが大きいだけに、従
業員に対して確定拠出年金導入のメリットを分かり易く提示できるようになるほか、「会社のお金」ではな
く「自分のお金」という自覚を促し、確定拠出年金制度および資産運用への関心を飛躍的に高めるという
副次的な効果も期待されます。 
折しも、平成23年12月末に「企業型年金加入者掛金に関するQ＆A」が厚生労働省ホームページに公
開されました（→4～5ページ参照）。今後、規制緩和等の進展により、より利便性の高い制度へと進化
することが期待されます。かつて確定拠出年金の立案担当者は「小さく生んで大きく育てる」と述べたと
されていますが、従業員拠出の導入は、確定拠出年金制度がわが国の企業年金制度の柱として根付く転機
となるのかもしれません。 
 
＜ご参考資料＞　厚生労働省ホームページ「企業型年金加入者掛金について」 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/nenkin/nenkin/kyoshutsu/kigyou/ 
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確定拠出年金における従業員拠出（マッチング拠出）について 

加入者掛金 

【参考】企業型年金加入者掛金に関するQ＆A（平成23年12月22日） 
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（出典）厚生労働省ホームページ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 6 － 

規約型確定給付企業年金制度における会社分割時の行政対応① 

加入者掛金 

事業主　C社 
事業所　C

DB制度Ⅰ 
 事業主　C社 

事業所　C

事業主　D社 
事業所　D

DB制度Ⅰ 
 事業主　C社 

事業所　C 
事業主　X社 
事業所　X

DB制度Ⅰ 
 事業主　C社 

事業所　C 
事業主　X社 
事業所　X 
事業主　D社 
事業所　D

DB制度Ⅰ 
 規約変更 規約変更 

＜パターン①-1＞ ＜パターン①-2＞ 

りそなコラム  
 
 

規約型確定給付企業年金制度における会社分割時の行政対応① 
 
 
第 22回のコラムのテーマは「規約型確定給付企業年金制度における会社分割時の行政対応」について、
規約型の確定給付企業年金を実施している会社（C社）を担当している営業マン「Aさん」と、その上司
「B部長」との間のディスカッションです。 
 
Ａさん：C社が分社化を検討しているとの連絡を受け、本日C社を訪問してきました。C社は自社の事業

の一部門を切り離すそうなのですが、C社が実施している確定給付企業年金制度について、変更
の手続きを教えて欲しいとのことでした。 

B部長：会社分割に伴う変更の手続きと言っても、いろいろなパターンがあるんだよ。まず、C社の確定
給付企業年金制度は、基金型かい？　それとも規約型かい？ 

Aさん：規約型です。 
B部長：では、C社は単独で年金制度を実施しているのか、それとも複数の事業主と共同で実施している

かは確認したのかい？ 
Aさん：えーっと・・・すみません、確認しておきます。 
B部長：C社が検討している分社化では、会社分割制度を活用することになると思うけど、「吸収分割」と

「新設分割」の違いは把握しているかい？ 
Aさん：はい、会社法でそれぞれ定義されています。既存の別会社に事業を引き継がせるのが「吸収分割」、

新たに会社を設立してその新設会社に事業を引き継がせるのが「新設分割」です。 
ところで、吸収分割の場合と新設分割の場合とでは、確定給付企業年金制度の変更の手続きも変
わってくるのでしょうか？ 

B部長：もちろんだよ。では、C社が新設分割を検討していると仮定して、新たに設立するD社が分社後
もC社と同様の給付内容を継続する場合を考えよう。 
まず1つ目のパターンとして、現在C社が実施している年金制度に、新たにD社を実施事業所と
して追加する方法が考えられる。この場合、C社の年金規約を変更する「規約変更承認申請」の
手続きが必要になってくるんだ。 

Aさん：図で表すとこのような感じでしょうか。パターン①-1はC社が単独で年金制度を実施している場
合、パターン①-2はC社がX社と共同で年金制度を実施している場合です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B部長：その通りだね。この場合は、年金制度が単独実施であろうと共同実施であろうと手続きには大差

はないようだね。 
2つ目のパターンとして、新たにD社を実施事業所とする別の年金制度を発足させる方法が考え
られる。この場合、D社は、年金制度を新規に発足させるため「規約承認申請」の手続きが必要
となるんだ。併せて、C社は、会社分割後の掛金やC社の加入者の権利義務をD社に移転するこ
とを規約に定めるため「規約変更の承認申請」の手続きが必要となってくるんだ。ちなみに、D
社の年金規約にも権利義務を承継することを定める必要があるよ。さらに、C社の加入者のうち
D社へ転籍する加入者の権利義務を、新たに発足するD社の年金制度へ移転するために、これら
の申請手続きとは別に「権利義務の移転（承継）承認申請」の手続きが必要になってくるんだ。 
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事業主　C社 
事業所　C

DB制度Ⅰ 
 事業主　C社 

事業所　C

DB制度Ⅰ 
 

事業主　D社 
事業所　D

DB制度Ⅱ 

事業主　D社 
事業所　D

DB制度Ⅱ 

規約変更 

権利義務移転 

権利義務移転 新DB制度発足 

新DB制度発足 

＜パターン②-1＞ 
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＜パターン②-2＞ 
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新DB制度発足 

分割 

＜パターン③＞ 

Aさん：こちらも図で表すとこのような感じでしょうか。パターン②-1はC社が単独で年金制度を実施し
ている場合、パターン②-2はC社がX社と共同で年金制度を実施している場合です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B部長：C社が単独で年金制度を実施している場合（パターン② -1）はこの通りで良いが、C社が共同で

年金制度を実施している場合（パターン②-2）は、他にも検討すべきことがあるんだ。 
まず、会社分割後もC社がX社と共同で年金制度を実施するかどうかが不明だし、X社の扱い次
第では別途手続きが必要となる可能性があるので、その点を確認する必要があるんだ。あと忘れ
てはいけないのが、2011年8月10日に施行された年金確保支援法において、確定給付企業年金
法に関する改正が行われている点だ。今回の会社分割に伴い、C社の積立金の一部をD社に移換
し、加入者の一部もD社へ転籍することになる。移換後のC社の積立金、転籍後のC社の加入者
に基づいて掛金を計算すると、今回の会社分割には関係の無いX社の掛金が増加する可能性があ
る。このように、会社分割に伴って、会社分割に関係の無いX社の掛金が増加する場合は、C社
が規約に定められている掛金を一括拠出する必要があるんだよ。 

Aさん：C社が共同で年金制度を実施している場合は、X社とも十分に協議をする必要がありますね。 
B部長：そういえば、承認申請は2ヶ月前に行う必要があるけど、スケジュール的には問題ないのかい？ 
Aさん：会社分割は、4月とのことです。 
B部長：今は1月だから、今月中には承認申請を行わないといけないんだがなあ・・・ 
Aさん：パターン①のように規約変更の手続きであれば何とかなるかもしれませんが、パターン②のよう

に新たに年金制度を新規発足する場合は、掛金の計算も必要となりますし、規約も作成して、さ
らに労働組合または厚生年金の被保険者の過半数代表者から同意を取得して・・・、となると、
スケジュール的に厳しいと思います。何か別の方法はないでしょうか？ 

B部長：その場合は、とりあえず、パターン①の規約変更を行って共同で年金制度を実施することとして、
その後、年金制度を分割する手続きを検討するといいよ。 

Aさん：図で表すとこのような感じでしょうか。 
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B部長：そうだね。給付内容を変更しないのであれば、パターン②（会社分割と同時に年金制度を発足し
て権利義務を移転する場合）もパターン③（会社分割した後に年金制度を分割する場合）も大き
な違いはないと考えられるけど、実は行政宛ての手続きが異なってくるんだ。パターン②では、
C社の年金規約はそのまま継続することになるけど、パターン③ではC社もD社も年金規約が一
旦消滅するので、新たにC社およびD社それぞれの年金規約を作成して、規約の承認を受けるこ
とになるんだよ。 

Aさん：給付の内容は同じでも、行政手続きは異なるのですね。 
B部長：行政手続きについては、他の方法も考えられるかもしれないよ。また、今までの話は、会社分割

後もD社が確定給付企業年金制度を継続する前提だったけど、会社分割時に退職金を清算したり、
確定拠出年金など確定給付企業年金以外の制度に移行するなどの選択肢もある。これらの選択肢
を検討する場合は、それぞれの選択肢ごとに手続きが異なることに注意が必要なんだ。 
ところで、もう1つの分割形態である吸収分割だけど、こちらは新設分割とは違って、事業を引
き継ぐ会社がどんな年金制度を実施しているかによって様々なパターンが考えられるし、既存の
会社が年金制度を実施していない場合も考えなくてはいけないよ。 

Aさん：分かりました。C社が検討している会社分割制度が「新設分割」か「吸収分割」かを、確認して
おきます。 

 
（次回は、Aさんが「吸収分割」か「新設分割」か確認したところからです。） 
 


